




付議事項

議第 38号
議第 39号

議第 40号

議第 41号

議第 42号

議第 43号

議第 44号

議第 45号

臨時代理の承認につき議決を求めることについて

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 29条の規定により教育
委員会の事務に関する議案にういて意見を市長に申し出るにつき議決

を求めることについて

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 29条の規定により教育

委員会の事務に関する議案について意見を市長に申し出るにつき議決

を求めることについて

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第:29条の規定により教育

委員会の事務に関する議案について意見を市長に申し出るにつき議決

を求めることについて

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 29条の規定により教育

委員会の事務に関する議案について意見を市長に申し出るにつき議決

を求めることについて

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 29条の規定により教育

委員会の事務に関する議案について意見を市長に申し出るにつき議決

を求めることについて

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 29条の規定により教育

委員会の事務に関する議案にっいて意見を市長に申し出るにつき議決

を求めることについて              
―

草津市スポーツ推進審議会委員の委嘱につき議決を求めることについ

て

∝
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議第 38号

臨時代理の承認につき議決を求めることについて

上記の議案を提出する。

令和 4年 8月 23日

草津市教育委員会

教育長 藤田 雅也
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臨時代理の承認につき議決を求めることにういて

本教育委員会は、所属職員の休職処分を行うに当たり、委員会を招集する時間的余裕

がなかったので、草津市教育委員会教育長に対する事務委任規則 (昭和 31年草津市教
育委員会規則第 4号)第 3条の規定により教育長が臨時に代理したため、委員会に報告
し、その承認を求める。

囀
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議第 39号

白

地方教育行政の組織及び導営に関する法律第 29条の規定により教育委員会の事

務に関する議案について意見を市長に申し出るにつき議決を求めることについて

上記の議案を提出する。

令和 4年 8月 23日

草津市教育委員会

教育長 藤田 雅也

(

ヽ
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地方教育行政の組織及び運営に関する法律第29条の規定により教育委員会の
事務に関する議案について意見を市長に申し出るにつき議決を求めることにつ

いて                、

草津市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例案に対する意見を市長

に申し出るにっき、地方教育行政の組織及び運営に関する法律 (昭和 31年法律第 16
2号)第 29条の規定に基づき、本委員会の議決を求める。

記

意見  特になし ｀
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草津市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

草津市職員の育児休業等に関する条例 (平成 4年草津市条例第 5号)の一部を次
のように改正

する。

第 2条第 4号を次のように改める。

(4) 非常勤職員であつて、次のいずれかに該当するもの以外の非常勤職員   |

ア 次のいずれにも該当する非常勤職員

(ア)そ の養育する子 (育児体業法第 2条第 1項に規定する子をいう。以下同じ。)が 1歳

6か月に達する日 (以下「1歳 6か月到達日」という。)(当該子の出生の日から第 3条

の 2に規定する期間内に育児休業をしようとする場合にあつては当該期間の末日から

6月 を経過する日、第 2条の4の規定に該当する場合にあつては当該子が 2歳に達する

日)までに、その任期 (任期が更新される場合にあつては、更新後のもの)が満了する

ことおよび任命権者を同じくする職 (以下
「特定職」という。)に引き続き採用されな

いことが明らかでない非常勤職員

(イ)勤 務日の日数を考慮して市長が定める非常勤職員               
―

イ 次のいずれかに該当する非常勤職員

(ア)そ の養育する子が 1歳に達する日 (以下「1歳到達日」という。)(当該子について

当該非常勤職員が第 2条の 3第 2号に掲げる場合に該当してする育児休業
の期間の末

日とされた日が当該子の 1歳到達日後である場合にあつては、当該末日とされた日。以

下 (ア)において同じと)とこおいて育児休業をしている非常勤職員であ
つて、同条第 3号に

掲げる場合に該当して当該子の 1歳到達日の翌日を育児体業の期間
の初日とする育児

休業を取得しようとするもの

(イ)そ の任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている場合であつて、

当該任期を更新され、または当該任期の満了後引き続いて特定職に採用され
ることに伴

い、当該育児休業に係る子について、当該更新前の任期の末日
の翌日または当該採用の

日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとするもの

第 2条の 3第 3号を次のように改める。

(3)1歳から1歳 6か月に達するまでの子を養育する非常勤職員が、次に掲げる場合
のいずれ

にも該章する場合 (当該子についてこの号に掲げる場合に該当して育児体業をして
いる場合

であつて第3条第7号に掲げる事情に該当するときはイおよびウに掲げる場合に該当する場
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合、市長が定める特別の事情がある場合にあってはウに掲げる場合に該当する場合) 当該

子の 1歳 6か月到達日

第 ?条の 3第 3号中イをウとし、同号ア中「非常勤職員がする」を「非常勤職員が前号に掲げ

る場合に該当してする」に、「当該配偶者がする」を「当該配偶者が同号に掲げる場合またはこれ

に相当する場合に該当してする」に改め、同号中アをイとし、アとして次のようにカロえる。

ア 当該非常勤職員が当該子の 1歳到達日 (当該非常勤職員が前号に掲げる場合に該当して

する育児体業または当該非常勤職員の配偶者が同号に掲げる場合もしくはこれに相当す

る場合に該当してする地方等育児休業の期間の末日とされた日が当該子の 1歳到達日後

である場合にあつては、当該末日とされた日 (当該育児休業の期間の末日とされた日と当

該地方等育児体業の期間の末日とされた目が異なるときは、そのいずれかの日))の翌日

(当該配偶者がこの号に掲げる場合またはこれに相当する場合に該当して地方等育児休

業をする場合にあっては、当該地方等育児休業の期間の末日とされた日の翌日以前の日)

を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合

第 2条の 3第 3号に次のように加える。

工 当該子について、当該非常勤職員が当該子の 1歳到達日 (当該非常勤職員が前号に掲げ

る場合に該当してする育児休業の期間の末日とされた日が当該子の 1歳到達日後である

場合にあっては、当該末日とされた日)後の期間においてこの号に掲げる場合に該当して

育児休業をしたことがない場合

第 2条の4各号列記以外の部分中「ため、非常勤職員が当該子の 1歳 6か月到達日の翌日 (当

該子の 1歳 6か月到達日後の期間においてこの条の規定に該当してその任期の末日を育児休業の

期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員であって、当該任期が更新され、または当該任

期の満了後に特定職に引き続き採用されるものにあっては、当該任期の末日の翌日または当該引

き続き採用される日)を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合であって、次

のいずれにも該当するとき」を「非常勤職員が、次の各号に掲げる場合のいずれにも該当する場

合 (当該子についてこの条の規定に該当して育児体業をしている場合であって次条第 7号に掲げ

る事情に該当するときは第 2号および第 3号に掲げる場合に該当する場合、市長が定める特別の

事情がある場合にあっては同号に掲げる場合に該当する場合)」 に改め、同条中第 2号を第3号と

し、第 1号を第 2号とし、第 1号として次のように加える。

(1)当該非常勤職員が当該子の 1歳 6か月到達日の翌日(当該非常勤職員の配偶者がこの条の
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規定に該当し、またはこれに相当する場合に該当して地方等育児休業をする場合にあ
つては、

当該地方等育児体業の期間の末日とされた日の翌日以前の日)を育児休業の期間の初日とす

る育児休業をしようとする場合

第 2条の4に次の 1号を加える。

(4)当該子について、当該非常勤職員が当該子の 1歳 6か月到達日後の期間においてこの条の

規定に該当して育児休業をしたことがない場合

第 2条の5を削る。

第 3条中第 5号を削り、第 6号を第 5号とし、第 7号を第 6号とし、同条第 8号中
「その任期」

を「任期を定めて採用された職員であつて1当該任期」に(「非常勤職員」を
「もの」に、「育児

休業に係る子について、当該任期が」を「任期を」に、
「に特定職に引き続き」を「引き続いて特

定職に」に、「任期の末日」を「育児休業に係る子について、当該更新前の任期の末日」に、
「当

該引き続き採用される日」を「当該採用の日」に改め、同号を同条第 7号とし、同条の次に次の

1条を加える。

(育児休業法第 2条第 1項第 1号の条例で定める期間)

第 3条の 2 育児休業法第 2条第 1項第 1号の条例で定める期間は、 57日 間とする。

第 11条第 6号中「育児休業等計画書」を「育児短時間勤務計画書」に改めると

付 則

(施行期日)               モ

1 この条例は、令和 4年 10月 1日 から施行する。

(経過措置)

2 この条例の施行の日前に育児休業等計画書を提出した職員に対する改正前の車津市職員の育

児休業等に関する条例第 3条 (第 5号に係る部分に限る。)および第 11条 (第 6号に係る部分

に限る。)の規定の適用については、なお従前の例による。
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草津市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例   新旧対照表

Ｉ
Ｐ
Ю
ｌ

旧   条   例
第 1条  (略 )
(育児休業をすることができない職員 )
第 2条 育児休業法第 2条第 1項の条例で定める職員は、次に掲げる職
員とする。

(1)～ (3) (略 )
(4) 々 の しヽヽヂカ′カヽイこ訪 当十 スユヒ普 勤 朧 昌 けr爪 の ≡

'「

哲 勤 朧 昌

二 次のいずれにも該当する非常勤職員
(ア ) その養育する子が 1歳 6か月に る 日までに、その任期

(任期が更新 され る場合にあっては、更新後の幸ぅの)が満了す
ることおよび任命権者を同じくする職 (以下「特定職 |と い う∩)
に引 き続 き採 用 され ない こ μが明らかでない非常勤職昌

(イ)勤 参日の日数を考慮して市長が定める非常勤職員
イ 縮 2 条 の 3 笛 3 丹 に 揚 ド /、 場 合 と 諺 当 十 るユヒ営 勤 隣 昌 rみ の 基

が 1 の に い て  「 1

壽 至I!→幸 日 1> し、ら 、 r当 言夕累 について Wヨ歩土卜=培子と鈴箪ぉ呂 うヽ 千 ス 苔 I日

休業の期間の末 日とされた日が当該子の 1歳到達 日後である場
合にあっては、彗該末日とされた日)において育児休業をしてい
る非常勤職員に限る。)

新   条   例   (案 )

第 1条  (略 )
(育児休業をすることができない職員 )

第 2条 育児休業法第 2条第 1項の条例で定める職員は、次に掲げる職
員 とする。

(1)年 (3) (略 )
(4) 非常勤職員であって、次のいずれかに 当するもの以外の非常
勤職員
ア カ の し ずヽ 加′に 幸、該 当 十 る 非 常 勤 酷 昌

(ア ) その養育する子 (育児休業法第 2 条第 1項に規定する子を
いう∩以下同じハ)が 1歳 6か月に る 日 (以下 「 1歳 6か
日至|1桂 日 | > 彰、為 _ゝ r当 諺 平 の ‖ な の ロ デ」、沐 笠 負墾 n 21こ キロ
士 十 ス 十日閣 丙 オ ≠下I日 /キ巻 オ I ト ム と十 ス 握 谷 イこ示 マ■十 半 金

つ

期 間 の 芙 日 カゝ誌 6 月 芹 絡 禍 す る 日 2 条 の 4の美耳市 イこ該 当
立る場合にあっては当該子が 2歳に達する日)ま でに、その
任期 lイ壬期が更新される場合にあつては、吏新後のもの)が
満了することおよび任命権者を同じくする職 (以下 「特定職」
という。)イこ号|き続き採用されないことが明らかでない非常勤
職員

(イ)勤 務 日の日数を考慮 して市長が定める非常勤職員
イ 次のいずれかに該当する非常勤職員
(ア ) その養育する子が 1歳に達する日 (以下「1歳到達 日|と
い う。)(当該子について当該非常勤職 員が第 2条の 3第 2号
に掲げる場合に該当してする育児休業の期間の末 日とされた

日が当該子の 1歳到達 日後である場合にあっては、当該末 日
とされた 日。以下 (ア )1こおいて同じ∩)において育児休業をし
ている非常勤職員であつて、同条第 3号に掲げる場合に該当
して当該子の 1歳到達 日の翌日を育児体業の期間の初 日とす
る育児休業を取得 しようとするもの

(イ ) その任期の末 日を育児休業の期間の末 日とする育児休業

をしている場合であつて、当該任期を更新され、または当該

任期の満了後引き続いて特定職 に採用 され ることに伴い、当

イこ について の の



草津市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例   新旧対照表

Ｉ
Ｐ
ω
ｌ

ウ そのイ千期の夫 日″育 児休業の却間の夫 日とす る育児休業″ し

ている非常勤職 邑であって、当該育 児休業に係 る子について、当

該任期が更新され、または当該任期の満了後に特定職に引き続き
妊 田 長 】η ス >>打 r梓 彰ヽ 当 詞舛手却 の 十 日 の 理 口 寺 十‐ l十 半 封な副 善 烙

き採用 され る 日を育 厄休業の期間の初 日とす る育児休業をしよ

うとするモぅの

第 2条の 2 (略 )
(育児体業法第 2条第 1項の条例で定める日)
第 2条の 3 育児体業法第 2条第 1項の条例で定める日は、次の各号に
掲げる場合の区分に応 じ、当該各号に定める日とする。

(1)～ (2) (略 )
(3) 1歳から 1歳 6か月に達するまでの子を養育するため、非常勤
職員が当該子の 1歳到達 日(当該子を養育する非常勤職員が前号に

掲げる場合に該当してする育児休業または当該非常勤職員の配偶

者が同号に掲げる場合もしくはこれに相当する場合に該当してす

る抽方等育甲休業の期間の末 日とされた 日が当該子の 1歳到達 日

後である場合にあつては、当該末日とされた日 (当該育児休業の期

間の末 日とされた日と当該地方等育児休業の期間の末日とされた

日が異なるときは、そのいずれかの日))の翌 日 (当該子の 1歳到
津 日終の期間においてこの号に掲げる場合に該当してその任期の

末 日を育児休業の期間の末 日とする育児休業をしている非常勤職

であつr 当 彰痛手J舅バ 百 婁肝太カ ま た l士 当諺 イ手萱月の 蒲 了 絡 ι「
俸 帝

職 イこ引き締き採用されるヰゝのにあっては、当該イ手朝の夫 日の翌 日ま

た は 義該引き続き採用される日)を育児休業の期間の初 日とする育
旧イ大当 歩 1´ }ち >十 ふ場 合 で ふ つ て 々に揚げる場合 の ヤ ぜヽ

工
拍′と
「
ヰ、

該当するとき 当該子の 1歳 6か月到達 口

旧   条   例新   条   例 (案 )

日または当該採用の日を育児休業の期間の初 日とする育児体

業をしようとするもの

第 2条の 2 (略 )
(育児休業法第 2条第 1項の条例で定める日)
第 2条の 3 育児休業法第 2条第 1項の条例で定める日は、次の各号に
掲げる場合の区分に応 じ、当該各号に定める日とする。

(1)～ (2) (略 )
(3)

カミ

1 善 か 区 1 詩 6か 月 1こ滓するまでの子を養育する非常勤職員
ンそ

`

揚 tギる場合 の いずれにヰゝ該当する場合 (当該子についてこ

の 丹に揚とギる場合に該当して育児休業をしている場合であつて第

3 条 蜜 7 丹に揚 tザ る事サ晴とこ該当するとき |まイおよび Iン に掲げる場

ィ会ドt 該当する場合、市長が定める特別の事情がある場合にあつては

ウに掲げる場合に該当する場合 ) 当該子の 1歳 6か月到達 日

当該非常勤職 員が当該子の 1歳至」達 日(当 該非常勤職員が前号ア

して の の の 1



草津市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表

Ｉ
Ｐ
ト
ー

旧   条   例

二  婆該子について、当該非常勤職員が当該子の 1歳到達日 (当該
非常勤職 員がす る育児休業の期間の末 日とされた日が当該子の
1歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日)にお
いて育児休業をしている場合または当該非常勤職員の配偶者が

当該子の 1歳到達日(当該配偶者がする地方等育児休業の期間の
末日とされた日が当該子の 1歳到達 日後である場合にあつては、
当該末 日とされた日)において地方等育児体業をしている場合

イ  (略 )

(育児休業法第 2条第 1項の条例で定める場合 )
第 2条の4 育児体業法第 2条第 1項の条例で定める場合は、1歳 6か
月から2歳に達するまでの子を養育するため、非常勤職員が当該子の
1歳 6か月至ll洋 日の翌 日 (当該子の 1歳 6か月到津 日後の期間におい
てこの条の規定に該当してその任期の末 日を育児休業の期間の末 日

とする育児休業をしている非常勤職員であつて、当該任期が更新さ

れ、または当該任期の満了後に特定職に引き続き採用されるものにあ

っては、当該任期の末 日の翌 日または当該引き続き採用される日)を

育児休業の期間の初 日とする育児休業をしようとする場合であって、

の い とする。

新   条   例 (案 )

歳到達 日後である場合にあっては、当 日とされた日 (当該育
児休業の期間の夫 日とされ 日 と当 該 地方等育 児休業の期 F日月の

末 日とされた日が異なるときは、そのいずれかの日))の翌日(当
該配偶者がこの号に掲げる場合またはこれに相当する場合に該

当して地方等育児休業をする場合にあつては、当該地方等育児休
業の期間の末 日とされた 日の 翠 日以 前 の 日)を育児休業の期間の

初 日とする育児休業をしようとする場合

上  当該子について、当該非常勤職員が当該子の 1歳到達 日 (当該
非常勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休業の期間
の末 日とされた日が当該子の 1歳到達 日後である場合にあって
は、当該末 日とされた日)において育児休業をしている場合また
は当該非常勤職員の配偶者が当該子の 1歳到達 日(当該配偶者が

回号に掲げる場合またはこれに相当する場合に該当してする地
方等育児休業の期間の末 日とされた日が当該子の 1歳到達 日後
である場合にあっては、当該末 日とされた日)において地方等育
児休業をしている場合

ウ (略 )
エ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の 1歳到達 日 (当該
非 常勤職 昌が 前丹に揚↓ずる場合 , 言ク当 して十 る奮 甲イ太準 の 萱耳F日日

の末日とされた日が当該子の 1歳到達日後である場合にあって
は、当該末 日とされた 日)後の期間においてこの号に揚 tずる場合
に該当して育児休業をしたことがない場合

(育児休業法第 2条第 1項の条例で定める場合 )
第 2条の4 育児休業法第 2条第 1項の条例で定める場合は、1歳 6か
月から2歳に達するまでの子を養育する非常勤職員が、次の各号に掲
げる場合のいずれにも該当する場合 (導該子についてこの条の規定に

該当して育児休業をしている場合であつて次条第 7号に掲げる事情
に該 当す る と共 ,士笛 2 昇 お よ rド雀 8 昇 イこ彦尊ιザる 場 合 イこ諺 当十 る 揚 谷

市長が定める特別の事情がある場合にあつては同号に掲げる場合に

該当する場合)と する。



草津市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例   新旧対照表

Ｉ
Ｐ
リ
ー

旧   条   例

(1)～ (2) (略 )

(育児休業法第 2条第 1項ただし書の条例で定める期間)
第 2条の 5 育児休業法第 2条第 1項ただし書の条例で定める期間は、
57日 間とする∩
(育児体業法第 2条第 1項ただし書の条例で定める特別の事情)
第 3条 育児体業法第 2条第 1項ただし書の条例で定める特別の事情
は、次に掲げる事情とする。

(1)～ (4) (略 )
(5) 育児休業 (こ の号の規定に該当したことにより当該育児休業に

ついて イこ の の 8

狩継 :島 し こ と (当該育児休業たした職 員が、当該育児休業の承認

の請求の際育児休業により当該子を養育するための計画について

育児休業等計画書により任命権者に申し出た場合に限る。)。

(6)～ (7) (略 )
(8)そ の任期の末 日を育児休業の期間の末 日とする育児体業をして
いる非常勤職員が、当該育児休業に係る子についてく当該任期が更

新され、または当該任期の満了後に特定職に引き続き採用されるこ

とに伴い、当該任期の末 日の翌日または当該引き続き採用される日

を育児体業の期間の初日とする育児休業をしようとすること。

第 4条～第 10条  (略 )

新   条   例 (案 )

(1) ヽ の 6 の

勤 磯 昌 の 西コイ黒芳 が ∩
久_の キロ士 ,r言ク当 1 寺 ι寸 力 とr木日当十 る塀

合に該当して地方等育児休業をする場合にあつては、当該地方等育
Iロ イた斐 の J舅閣 の 十 日 >太 拍 ナヶ ロ の 理 日 けI前 の 日ヽ歩 建デIFイ太圭 の 堂月F日日

の初日とする育児休業をしようとする場合

(2)～ (3) (略 )
(4) 当該子について、当該非常勤職員が当該子の 1歳 6か月到達日
絡 の 朝 闇 に お いて この条の押庁に該 当 して育 児休業を した ことが

ない場合

(育児休業法第 2条第 1項ただし書の条例で定める特別の事情 )

第 3条 育児休業法第 2条第 1項ただし書の条例で定める特別の事情
は、次に掲げる事情とする。

(1)～ (4) (略 )

(5)～ (6) (略 )
(7)任期を定めて採用された職員であつて、当該任期の末日を育児
休業の期間の末 日とする育児休業をしているものが、当該任期を更

新され、または当該任期の満了後引き続いて特定職に採用されるこ

とに伴い、当該育児休業に係 る子について、当該更新前の任期の末

旦の翌日または当該採用の日を育児体業の期間の初日とする育児

休業をしようとすること。
(育 慨休 業 法第 2 1項第 1号の条例で定める期間 )

第 3条の 2 育 児休詫法第 2条第
57日 間とする。
第 4条～第 10条  (略 )

1項第 1号の条例で定める期間は、



草津市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表

Ｉ
Ｐ
６
１

旧   条   例
(育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算 して 1年を経過 しない
場合に育児短時間勤務をすることができる特別の事情)
第 11条 育児休業法第 10条第 1項ただし書の条例で定める特別の
事情は、次に掲げる事情とする。
(1)～ (5) (略 )
(6)育児短時間勤務 (こ の号の規定に該当したことにより当該育児
短時間勤務に係る子について既にしたものを除く。)の終了後、 3
月以上の期間を経過 したこと (当該育児短時間勤務をした職員が、
当該育児短時間勤務の承認の請求の際育児短時間勤務により当該
子を養育するための計画について育児休業等計画書により任命権
者に申し出た場合に限る。)。
(7) (略 )
第 12条～第 27条  (略 )

新   条   例 (案 )

(育児短時間勤務の終了の日の翌 日から起算 して 1年を経過 しない
場合に育児短時間勤務をすることができる特別の事情 )
第 11条 育児体業法第 10条第 1項ただし書の条例で定める特別の
事情は、次に掲げる事情とする。
(1)～ (5) (略 )
(6)育児短時間勤務 (こ の号の規定に該当したことにより当該育児
短時間勤務に係る子について既にしたものを除くと)の終了後(3
月以上の期間を経過 したこと (当該育児短時間勤務をした職員が、
当該育児短時間勤務の承認の請求の際育児短時間勤務により当該
子を養育するための計画について育児短時間勤務計画書により任
命権者に申し出た場合に限る。)。
(7) (略 )
第 12条～第 27条  (略 )
付  貝∬

(縮行 期 日】

1 この条例は、令和 4年 1 0月 1日 か ら施 イ子す るハ

(経過措置 )
2

る改正前の車津市職員の育児休業等 tご関する条例第 3条 (第 5号に係
る部分に限る^)お よてバ第 1 条    (箱 6 提}とこ る部分に限るハ)の押市
の適用 については、なお従前の例 による^



議第 40号

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 29条の規定により教育委員会の事

務に関する議案について意見を市長に申し出るにつき議決を求めることについて

上記の議案を羅出する。

令和 4年 8月 23日

草津市教育委員会

教育長 藤田 雅也

-17-



地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 29条の規定により教育委員会の
事務に関する議案について意見を市長に申し出るにつき議決を求めることにつ

いて

草津市職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条ケll案に対する意見を市長
に申し出るにつき、地方教育行政の組織及び運営に関する法律 (昭和 31年法律第 16
2号)第 29条の規定に基づき、本委員会の議決を求める。

記

意見  特になし

-18-



草津市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例

草津市職員の退職手当に関する条例 (昭和 32年車津市条例第 7号)の一部を次のように改正

する。

第 2条第 2項中「含む。1の右に「第 10条第 2項において「勤務日数」という。」を加え、
「1

8日 」の右に「(1月 間の日数 (草津市の体日を定める条例 (平成 2年草津市条例第 2号)第 1条

第 1項各号に掲げる日の日数は、算入しない。)が 20日 に満たない日数の場合にあつては、18

日から20日 と当該日数との差に相当する日数を減じた日数。第 10条第 2項において「職員み

なし日数」という。)」 を加える。             
｀

第 10条第 2項 「職員について定められている勤務時間以上勤務した日 (法令または条例もし

くはこれに基づく規則により、勤務を要しないこととされ、または休暇を与えられた日を含む。)

が 18日 」を「勤務 日数が職員みなし日数」に改める。

付 則

(施行期日)

1 この条例は、令和 4年 10月 1日 から施行する。

(経過措置)

2 改正後の草津市職員の退職手当に関する条例第 2条第 2項および第 10条第 2項の規定は、

令和4年 10月 1日 以後の期間における退職手当の支給の基礎となる勤続期間の計算について

適用し、同日前の華該期間の計算については、なお従前の例による。

-19-



旧   条   例新   条   例 (案 )

第 1条  (略 )
(退職手当の支給 )

第 2条  (略 )
2 職員以外の者の うち、職員について定められている勤務時間以上勤
務 した日 (法令または条例もしくはこれに基づく規則により、勤務を
要しないこととされ、または休暇を与えられた日を含む。第 lo条 第
2項において 「勤務 日教 I ど′い う^) が 18日 (1月 間の 日数 (草津

号に掲げる日の日数は、算入 しない。)が 20 日に満たない日数の場
合にあつては、18日 から20日 と当該 日教 との差に相 当す る 日数 を
減 じた日数。第 10条第 2項において 「職 みなし日数Jと いう。)
以上ある月が引き続いて 12月 を超えるに至つた者で、その超えるに
至つた日以後引き続き当該勤務時間により勤務することとされてい

るものは、職員 とみなして、この条例 (第 4条中 11年以上 25年未
満の期間勤続 した者の通勤による負傷もしくは病気 (以下「傷病」と
いう。)に よる退職および死亡による退職に係る部分以外の部分なら
びに第 5条 中公務上の傷病または死亡による退職に係る部分ならび
に 25年以上勤続 した者の通勤による傷病による退職および死亡に
よる退職に係る部分以外の部分を除く。)の規定を適用する。ただし、
地方公務員法第 22条の 2第 1項第 1号に掲げる職員については、こ
の限りでない。

第 2条の 2～第 9条  (略 )
(失業者の退職手当)

第 10条  (略 )
2 前項の基準勤続期間とは、職員 としての勤続期間をい う。この場合
において、当該勤続期間に係る職員 となつた日前に職員または職員以

外の者で勤務 日数が職員みなし日数以上ある月が 1月 以上あるもの

(季節的業務に 4箇月以内の期間を定めて雇用され、または季節的に
4箇月以内の期間を定めて雇用 されていた者にあつては、引き続き当
該所定の期間を超えて勤務 したものに限る。)であつた者 (以下この
項において「職員等」という。)であつたことがあるものについては、
当該職員等であつた期間を含むものとし、当該勤続期間または当該職

員等であつた期間に次の各号に掲げる期間が含
~と

れているときは、当

草津市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例   新旧対照表

第 1条  (略 )
(退職手当の支給 )

第 2条  (略 )

Ｉ
的
Ｏ
Ｉ

2 職員以外の者のうち、職員について定められている勤務時間以上勤
務した日 (法令または条例もしくはこれに基づく規則により、勤務
を要しないこととされ、または休暇を与えられた日を含む。)が 18
日以上ある月が引き続いて 12月 を超えるに至つた者で、その超え
るに至つた日以後引き続き当該勤務時間により勤務することとされ
ている、のは、職員 とみなして、この条例 (第 4条中 11年以上 2
5年未満の期間勤続 した者の通勤による負傷もしくは病気 (以下「傷
病」という。)に よる退職および死亡による退職に係る部分以外の部
分ならびに第 5条中公務上の傷病または死亡による退職に係る部分
ならびに 25年以上勤続 した者の通勤による傷病による退職および
死亡による退職に係る部分以外の部分を除く。)の規定を適用する。
ただし、地方公務員法第 22条の 2第 1項第 1号に掲げる職員につ
いては、この限りでない。

第 2条の 2～第 9条  (略 )
(失業者の退職手当)

第 10条  (略 )
2 前項の基準勤続期間とは、職員としての勤続期間をいう。この場合
において、当該勤続期間に係る職員 となつた日前に職員または職員以

外の者で職員につぃて定められている勤務時間以上斡務 した日(法令
または条例 幸ゝしくはこれに基づ く規晏IIに より、勤務″事 しないこ澄と

され、または休暇を与えられた日を含む。)が 18日 以上ある月が 1
月以上あるもの (季節的業務に4箇月以内の期間を定めて雇用され、
または季節的に4箇月以内の期間を定めて雇用されていた者にあつ
ては、引き続き当該所定の期間を超えて勤務したものに限る。)であ
つた者 (以下このア百において「職員等」という。)であつたことがあ



草津市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例   新旧対照表

るものについては、当該職員等であつた期間を含むものとし、当該勃

続期間または当該職員等であつた期間に次の各号に掲げる期間が含
まれているときは、当該各号に掲げる期間に該当するすべての期間を

除く。

(1)～ (2) (略 )
3年 17 (略 )

第 11条～第 20条  (略 )

旧   条   例新   条   例   (案 )

該各号に掲げる期間に該当するすべての期間を除く。

(1)～ (2) (μ各)
3～ 17 (略 )

第 11条～第 20条  (略 )
付 則
(施行期 日)

1 この条例は、令和 4年 10月 1日 から施行する。
(経過措置 )

2 改正後の車津市職員の退職手当に関する条例第 2条第 2項および
第 10条第 2項の規定は、令和 4年 10月 1日 以後の期間における退
職手当の支給の基礎 となる勤続期間の計算について適用 し、同日前の

当該期間の計算については、なお従前の例による。
―
酌
Ｐ
Ｉ

イ
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か
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議第41号

〔酌

じ

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 29条の規定により教育委員会の事

務に関する議案について意見を市長に申し出るにつき議決を求めることについて

上記の議案を提出する。

令和4年 8月 23日

草津市教育委員会

教育長 藤田 雅也

…23-



地方教育行政の組織及び運営に関する法律第29条の規定により教育委員会の
事務に関する議案について意見を市長に申し出るにつき議決を求めることにつ

いて

草津市通学区域審議会設置条例の一部を改正する条例案に対する意見を市長に申し

出るにつき、地方教育行政の組織及び運営に関する法律 (昭和 31年法律第 162号 )
第 29条の規定に基づき、本委員会の議決を求める。

記                 .
意見  特になし

-24-



r‐め

草津市通学区域審議会設置条例の一部を改正する条例

草津市通学区域審議会設置条例 (昭和47年草津市条例第24号)の一部を次のように改正す・

る。

第 3条第 2項第 2号中「草津市OTA連絡協議会の代表」を「関係する学校のPTA等の代表」

に改める。            、

付 則

この条例は、公布の日から施行する。

k
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草津市通学区域審議会設置条例の一部を改正する条例   新旧対照表
旧   条   例

第 1条～第 2条  (略 )
(委員 )

第 3条  (略 )
2 委員は、次の各号に掲げる者のうちから、教育委員会が委嘱または
任命する。

(1) (略 )
(2)車津市 PTA連 絡協議会の代表
(3)～ (4) (略 )
第 4条走第 9条  (略 )

新   条   例 (案 )

第 1条～第 2条  (略 )
(委員 )

第 3条  (略)
2 委員は、次の各号に掲げる者のうちから、教育委員会が委嘱または
任命する。

(1) (母各)
(2).関係する学校のPTA等 の代表
(3)～ (4) (略 )
第 4条～第 9条  (略 )
付 則

この条例は、公布の日から施行する。

１
博
６
１


